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要約

携帯電話や無線LANなど様々な形態の情報サービスの普及に伴い，それぞれの周波数
帯に応じたアンテナの設置場所の確保やコスト削減などを目的として，様々な周波数共
用アンテナの研究が行われている．本研究は，マルチバンド受信機に対応するように一
点給電であり，動作周波数ごとのアンテナ素子を有するような周波数共用マイクロスト
リップアンテナを構成することを目的とする．一般的に，一つの給電線に複数のアンテ
ナ素子を接続する場合には，ローパスフィルタまたはハイパスフィルタからなる周波数
共用器が必要であり，アンテナ構成が複雑になってしまう．アンテナ素子と同一基板上
にマイクロストリップ給電回路を設計することで，周波数共用器を用いることなく周波
数共用特性を実現しアンテナ構成を簡単にする．
本論文では，1.5/2GHz帯，1.5/1.75/2GHz帯，2/5GHz帯用のアンテナ周波数構成を

提案する．1.5/2GHz帯と 2/5GHz帯の 2周波共用アンテナの給電回路では，各アンテナ
素子の給電線路長を変化させ，他方のアンテナの周波数ではアンテナ接続部でインピー
ダンスを無限大にし開放とすることで，各アンテナを自己の周波数では独立に動作させ
た．1.5/1.75/2GHz帯 3週波共用アンテナにおいては，各アンテナの給電線路長を変化
させるだけでは，他の 2つのアンテナ周波数でアンテナ接続部において開放とすること
困難なため，給電線路上に各アンテナの周波数における管内波長の 1/2波長オープンス
タブを装荷し，インピーダンスの位相を変化させることで，他の 2つのアンテナ周波数
でアンテナ接続部において開放とすることができ，各アンテナを独立に動作させること
を実現した．

2/5GHz帯 2周波共用アンテナでは，2GHzアンテナの給電線路上に抑制したい周波数
における管内波長の 1/4波長オープンスタブを装荷し，その周波数ではインピーダンス
的にショートとすることで，動作周波数が倍以上離れているために現れる高次モード共
振を抑制し，受信機中のトップフィルタへの負担を軽減した．
単純に動作周波数の各アンテナを接続するだけでは，各アンテナ素子の位置が離れて

しまうため，各アンテナ素子の中心位置が一致する 2/5GHz帯周波数共用マイクロスト
リップアンテナ形状を提案した．2GHzアンテナ素子を 2つに分割し，その間に 5GHzア
ンテナを配置することで，各アンテナ素子の中心位置を一致させた．
アンテナの構成法を検討した結果，それぞれのアンテナにおいて良好な周波数共用特
性が得られ，提案するアンテナ構成が有効であることが示された．
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第 1章

序論

携帯電話における加入者は増加の一途をたどり，2004年 1月現在，全国での加入件数
は約八千万件となり，全人口の 60パーセントを超える割合となっている．携帯電話に使
用される周波数帯も増加しており，現在日本では，800-900MHz帯 (NTTドコモと au)

と 1.5GHz帯 (Vodafoneと TU-KA)が PDC (Personal Digital Cellular) に，1.9-2.2GHz

帯が第3世代携帯電話である IMT-2000 (International Mobile Telecommunications-2000)

に使用されており，第 4世代携帯電話には 5GHz-6GHz以下の周波数帯が使用されると
言われている．携帯電話に限らず，移動体通信や衛星放送，無線LANなど情報量の多い
マイクロ波・ミリ波帯を活用して様々な形態の情報サービスが登場するものと思われる．
このため，設置場所の確保やコスト削減等を目的として，周波数共用アンテナの研究が
活発に行われている．使用されている周波数帯の例を図 1.1に示す.

1GHz

3GHz

2GHz

5GHz

800-900MHz band PDC (NTT and au)

1.5GHz band PDC (Vodafone and TU-KA)

1.9-2.2GHz band The third generation cellular phone (IMT-2000)

2.4GHz band ISM band, Wireless LAN , etc.

4-6GHz band Microwave communication, Satellite communication

5GHz band Wireless LAN

図 1.1 : 周波数帯の例
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マルチバンドに対応するためには，広帯域なアンテナ素子を用いる手法と，目的とす
る周波数に対応可能な素子を用いる手法がある．前者は要求される周波数が近い場合に
有効であるが，信号をそれぞれの周波数に分けるための共用器が必要となる．後者は周
波数が特定される欠点はあるが，要求される周波数が離れている場合に有効である．素
子配列をそれぞれの周波数ごとに設定でき，マルチバンドアレイに適しているという利
点もある [1][2]．そこで本論文では，複数の周波数帯に対応可能なアンテナとして，後者
のアンテナを採用して検討を行う．
研究目的は，周波数共用器を用いないシンプルなデザインの一点給電の周波数共用ア

ンテナを構成することである．一点給電とするのは，マルチバンド受信機を使用するた
めである．シンプルなデザインを実現するために，アンテナ素子と給電回路を同一基板
上に構成することのできるマイクロストリップ線路でアンテナを構成する．

図 1.2 : 一点給電のマイクロストリップアンテナの例
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一点給電のマイクロストリップアンテナの例としては，図 1.2に示すように，マイク
ロストリップアンテナ素子にオープンスタブを装荷し 2周波共用特性を実現するもの [3]，
マイクロストリップアンテナ素子の内部領域に高次モード制御し，高次モード制御用の
スロットを設け，そのビーム成形を行い 2周波共用特性を実現するもの [4][5]，放射素子
の近傍に寄生素子配置し 2周波共用特性を実現するもの [6]，マイクロストリップアンテ
ナ素子を重層的にスタック化して 2周波共用特性を実現するものなどがあり [7]，小型化
の検討もされている．これらのアンテナでは，複数のパラメータが周波数に影響するた
めに周波数の調整が困難であったり，各周波数でアンテナ素子が独立して共振している
ものではないため，アンテナの自由度が低いと言える．逆に，周波数共用アンテナを構
成するのに，動作させたい複数の周波数のアンテナ素子を接続し，各周波数でそれらの
アンテナ素子が独立に動作すれば，アンテナの自由度が高いと言えるのだが，この場合，
図 1.3に示すように，それぞれの周波数に応じて，ローバスフィルタまたはハイパスフィ
ルタで構成された周波数共用器が必要となり [8]，アンテナ構成が複雑になってしまう．
マイクロストリップ線路の特徴を活かし，それぞれのアンテナが他方のアンテナの周波
数では各アンテナの接続部で開放となるよう，アンテナ素子と同一基板上に給電回路を
設計することで，各アンテナを独立に動作させ，周波数共用器を用いずに周波数共用ア
ンテナを構成する．

図 1.3 : 1つの給電線に 2つのアンテナを接続する場合

本論文では離れた周波数で動作する 2周波共用アンテナについても検討する．動作周
波数が離れている場合，低域用のアンテナ素子の高次モードが出てきてしまい，受信機
中のトップフィルタにかかる負担が増加してしまう．アンテナ素子と同一基板上に設計
するマイクロストリップ給電回路により，それらの不要な高次モードを抑制する．
次章より周波数共用マイクロストリップアンテナの検討を行う．その構成を以下に示

す．第 2章では，基礎検討として行った，比較的近い周波数で動作する周波数共用アン
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テナについて述べる．第 3章では，倍以上離れた周波数である 2GHzと 5GHzで動作す
る 2周波共用アンテナについて述べる．第 4章では，第 3章で述べたアンテナをさらに
発展させた，分割した 2GHzアンテナ素子を有する，2/5GHz帯周波数共用アンテナに
ついて述べる．第 5章を本論文の結論とする．
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第 2章

周波数共用マイクロストリップアンテナ
の基礎検討

周波数共用器を用いないマルチバンド受信機用の周波数共用マイクロストリップアン
テナの検討に際し，本章では基礎検討として，比較的近い複数の周波数帯で動作する 2

周波共用マイクロストリップアンテナと，3周波共用マイクロストリップアンテナの検
討を行い，アンテナの構成法，及びその特性について示す．
検討に用いた誘電体基板の誘電率 εrは 3.45，厚さは 1.6[mm]である．

2.1 1.5/2GHz帯周波数共用マイクロストリップアンテナ
本節では，Vodafoneと TU-KAの PDCの周波数帯である 1.5GHz帯と，第三世代携帯

電話 (IMT-2000)の周波数帯である 2GHz帯で動作するような 2周波共用マイクロスト
リップアンテナの検討を行う．
検討を行うアンテナを図 2.1に示す．マルチバンド受信機を用いるために一点給電であ

り，アンテナ全体の構成の簡素化，及び製作の容易さを考慮し，1.5GHzと 2GHzの各ア
ンテナ素子とマイクロストリップ給電回路が同一基板上に設計されている．このマイク
ロストリップ給電回路により，1.5GHzの時には 2GHzアンテナ側が開放に，また，2GHz

の時には 1.5GHzアンテナ側が開放になるようにし，各アンテナが独立に動作するよう
にする．

2.1.1 アンテナ構成法

マイクロストリップアンテナ素子が目的とする動作周波数である 1.5GHz帯と 2GHz帯
で共振するように，FDTD (Finite Difference Time Domain) 法を用いて各素子の整合条
件を求めた．各アンテナ素子のモデルとリターンロス特性を図 2.2，2.3に示す．各アン
テナ素子は 50Ωマイクロストリップ線路により直接給電されており，整合をとるために
スリットを切ってある．図 2.3において，実線と点線はそれぞれ 1.5GHZと 2GHzアン
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テナ素子のリターンロス特性を示しており，正確な共振周波数は 1.51GHzと 1.97GHzで
ある．

図 2.1 : 1.5/2GHz帯周波数共用マイクロストリップアンテナのコンセプト

FDTD法により求めた 1.5GHzと 2GHzの各アンテナ素子の整合条件の Sパラメータ
を用い，回路シミュレータであるMWO (Microwave Office) により，各アンテナのマイ
クロストリップ給電回路の検討を個別に行う．各アンテナを他方のアンテナの周波数で
は給電点で開放とし，共振周波数では独立に動作させる方法として，各アンテナの給電
線路長を調節する方法を用いる．前章の 2節で述べたように，終端に負荷 ZLを持つ長
さ lの有限長伝送線路の入力インピーダンスは，位相定数を βとすると，次式で求めら
れる．

Zl = Z0
ZL + jZ0tan(βl)

Z0 + jZLtan(βl)

この式より，共振周波数において，アンテナ素子と線路の特性インピーダンスZ0との整
合が正確にとれていれば，給電線路長を変化させてもその周波数で Zlの値はほとんど変
化せず，他の周波数でのインピーダンス値を変化させられることがわかる．
各アンテナの給電線路長を調節し，インピーダンス値を変化させた結果，1.5GHzアン

テナでは L = 88.70 [mm]，2GHzアンテナでは L = 71.10 [mm]の時に所望する給電回
路の特性が得られた．その時の各アンテナの給電点におけるインピーダンスの軌跡を表
すスミスチャートを図 2.4に示す．これらの図より，1.5GHzと 2GHzの各アンテナが共
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振周波数では 50Ωの整合がとれており，他方のアンテナの周波数ではインピーダンスが
無限大，つまり開放となっている確認できる．

7



図 2.2 : 各アンテナ素子の整合条件

1.5GHZアンテナ: H = W = 52.56, l = 19.94

2GHzアンテナ: H = W = 40.11, l = 14.59

d = 3.65, h = 1.60 (mm) εr = 3.45
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図 2.3 : 各アンテナ素子のリターンロス特性
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Graph 1

(a) 1.5GHzアンテナ (L = 88.70 [mm])
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Graph 2

(b) 2GHzアンテナ (L = 71.10 [mm])

図 2.4 : 給電点におけるインピーダンスの軌跡を表すスミスチャート
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2.1.2 アンテナ特性

1.5GHzと 2GHzの各アンテナにおいて，個別に整合条件を求め，さらにマイクロスト
リップ給電回路の検討を行ってきたが，ここでは図 2.5に示すアンテナモデルのように，
それらを T分岐で接続しアンテナの入力特性を計算した．マイクロストリップ線路の折
り曲げ部には，損失を軽減するために斜めに切れ込みを入れてある．
各アンテナ接続後のリターンロス特性を図 2.6に示す．実線が，給電線路長を調節し，

他方のアンテナの周波数ではアンテナの接続部で開放となるようにして各アンテナを
接続した場合，点線がインピーダンス値の検討は行わずに，各アンテナの給電線路長を
70.00mmという任意の値とした場合のリターンロス特性である．インピーダンス値の検
討を行わずに各アンテナを接続した場合には，2GHzアンテナの共振周波数が単体の時
とは異なっている．また，1.83GHz付近に共振が現れており，所望する 2周波共用特性
は得られていない．インピーダンス値の検討を行ってから各アンテナを接続した場合に
は，各アンテナが独立に動作しており，良好な 2周波共用特性が得られている．

Port

図 2.5 : 各アンテナ接続後のモデル
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図 2.6 : 各アンテナ接続後のリターンロス特性

2.2 1.5/1.75/2GHz帯周波数共用マイクロストリップアン
テナ

本節では，前節で検討した 1.5GHzと 2GHzという周波数に 1.75GHzの周波数を加え
た，1.5/1.75/2GHz帯周波数共用マイクロストリップアンテナについて基礎検討を行う.

本アンテナにおいて，各アンテナ素子と同一基板上にマイクロストリップ給電回路を
設計し，アンテナを独立に動作させることを目的とする．前節のように 2周波で周波数
が近い場合には，各アンテナの給電線路長を調整することで，他方のアンテナの周波数
でアンテナ接続部においてインピーダンス的に開放とすることができ，各アンテナを独
立に動作させることができた．3周波の場合には，他のアンテナの 2周波で開放としなけ
ればならず，給電線路長を変化させるだけではアンテナ接続部におけるインピーダンス
値の調整が困難である．本節では，3周波共用アンテナにおいても共用器を省略可能な
構成を提案する．

2.2.1 アンテナ構成法

まず初めに，FDTD法を用いて各アンテナの整合条件を求めた．FDTD法による解
析において前節の時とはセルサイズが異なるため，1.5GHzと 2GHzアンテナ素子に関
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してももう一度整合条件を求めている．各アンテナ素子の整合条件とリターンロスを図
2.7，2.8に示す．各アンテナ素子の正確な共振周波数はそれぞれ，1.51GHz・1.74GHz・
1.97GHzである.

図 2.7 : 各アンテナ素子の整合条件

1.5GHZアンテナ: H = W = 52.78, l = 20.02

1.75GHzアンテナ: H = W = 45.50, l = 17.29

2GHzアンテナ: H = W = 40.04, l = 14.56

d = 3.65, h = 1.60 (mm) εr = 3.45
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図 2.8 : 各アンテナ素子のリターンロス特性
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次に，FDTD法により求めた各アンテナ素子の Sパラメータを用い，回路シミュレー
タにより，マイクロストリップ給電回路の検討を行う．各アンテナを他のアンテナの周
波数では給電点で開放とするために，前節のように各アンテナの給電線路長を変化させ
たが，2つの周波数で同時に開放とすることはできなかった．そこで，スタブを用いて
インピーダンス値を調整する方法を提案する．各アンテナの給電線路上にそれぞれの周
波数における管内波長の 1/2の長さのオープンスタブを装荷する．オープンスタブの根
元におけるインピーダンスZsは，スタブ長を lとすると，

Zs = −jcot(βl)

の式で表せる．位相定数 β は，β = 2π/λで与えられるので，l = λ/2とすることで，
Zs = ∞となり，その周波数には影響を与えずに給電点におけるインピーダンス値を変
化させることができる．スタブ長はそれぞれのアンテナの管内波長の 2分の 1の長さで
一定とし，スタブ幅とスタブを装荷する位置，そして線路長を変化させて検討を行った．
その結果，1つだけスタブを装荷した場合や，2つ装荷した場合にはうまくいかなかった
が，スタブを 3つ装荷した場合に，それぞれのアンテナを他のアンテナの 2つの周波数
で同時に開放となった．

w
L1

L2

L3

L4

w

w

sl

sl

sl

図 2.9 : 給電回路のパラメータ

1.5GHz: sl = 52.78, w = 5.46, L1 = 33.48, L2 = 37.88, L3 = 40.28.L4 = 28.88

1.75GHz: sl = 45.50, w = 3.64, L1 = 22.75, L2 = 23.65, L3 = 20.25.L4 = 15.35

2GHz: sl1 = 40.04, w = 5.46, L1 = 20.72, L2 = 35.22, L3 = 34.72.L4 = 24.82 (mm)
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この時の各アンテナの給電回路のパラメータと，給電点におけるインピーダンスの軌
跡を表すスミスチャートをそれぞれ図 2.9，2.10に示す．図 2.9からわかるように，各ア
ンテナのサイズはかなり大きくなっている．λ/2オープンスタブの代わりに λ/4ショー
トスタブを用いたり，スタブを給電線路の左右に装荷するのではなく，中心に装荷する
ことで，アンテナのサイズを小さくできるはずである．図 2.10において，各アンテナの
50Ω整合がずれているが，これは線路の損失による影響だと思われる．
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図 2.10 : 各アンテナのインピーダンスの軌跡
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2.2.2 アンテナ特性

ここまで個別に検討を行ってきた 1.5GHz，1.75GHz，2GHzの 3つのアンテナをマイ
クロストリップ線路で接続し，アンテナの入力特性を検討を行う．ここでは，実際のア
ンテな形状は考慮しておらず，給電回路の検討を行った後の各アンテナの Sパラメータ
をマイクロストリップ線路で接続したものとなっている．これにより，前項における給
電回路の検討方法により 3周波共用アンテナが構成可能であるかを確認する．
各アンテナ接続後のリターンロス特性を図 2.11に示す．実線が，他のアンテナの 2つ

の周波ではアンテナの接続部で開放となるように給電回路の検討を行った場合．点線が，
給電回路の検討を行わず，各アンテナの給電線路長を任意の値である 70.00mmとした場
合のリターンロス特性である．点線においては，目的とする動作周波数で共振しておら
ず，余計な共振も見られるが，実線では，各周波数間に若干の共振が見られるものの，3

週波共用特性が得られていることがわかる．このことから，前項において検討した給電
回路の有効性が示され，3周波共用アンテナが構成可能であることが確認できた．
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図 2.11 : 各アンテナ接続後のリターンロス特性
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2.3 まとめ
本章では，1.5/2GHz帯周波数共用マイクロストリップアンテナと 1.5/1.75/2GHz帯周

波数共用マイクロストリップアンテナという，比較的近い周波数で動作する周波数共用
アンテナの構成法と，その入力特性を記した．

1.5/2GHz帯周波数共用マイクロストリップアンテナに関しては，各アンテナの給電線
路長を調整して他方のアンテナでは T分岐で開放となるようにすることで，各アンテナ
を独立に動作させた．これにより，2周波共用特性を実現し，周波数共用器を用いない
周波数共用アンテナを構成することができた．
また，1.5/1.75/2GHz帯周波数共用マイクロストリップアンテナに関しては，実際の

アンテナ形状を検討するに至らなかったが，各アンテナの給電線路長を調整すると共に，
オープンスタブを装荷することで，他のアンテナの２つ周波数ではアンテナ接続部で開
放とすることができた．これにより，3周波共用特性を実現し，そのアンテナ構成の有
効性を示した．今後，このアンテナでは，給電回路のパラメータの最適値を求めること
と，実際のアンテナ形状を考慮することが必要とされる．
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第 3章

2/5GHz帯周波数共用マイクロストリッ
プアンテナ

前章では，提案するアンテナ構成において，1.5GHz帯，1.75GHz帯，2GHz帯といっ
た比較的近い周波数で動作する周波数共用マイクロストップアンテナについて検討を行っ
ていたが，本章では，2GHz帯と 5GHz帯という倍以上離れた周波数帯で動作する 2周波
共用マイクロストリップアンテナの検討を行う．
検討を行うアンテナを図 3.1に示す．マルチバンド受信機を用いるために一点給電であ

ること，各アンテナ素子とマイクロストリップ給電回路を同一基板上に設計すること，マ

ε

Port

図 3.1 : 2/5GHz帯周波数共用マイクロストリップアンテナのコンセプト
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イクロストリップ給電回路により各アンテナが他方の周波数では T分岐で開放とするこ
と等は前章におけるアンテナと同様であるが，本章で検討を行う 2/5GHz帯周波数共用
マイクロストリップアンテナでは，動作周波数である 2GHzと 5GHzの間に 2GHzアン
テナの高次モード共振が存在し，アンテナに影響を与えてしまうため，高次モード共振
を抑制しなければならない．
検討に用いた誘電体基板の誘電率 εrは 3.45，厚さは 1.6mmである．

3.1 アンテナ構成法
マイクロストリップアンテナ素子が目的とする動作周波数である 2GHz帯と 5GHz帯

で共振するように，FDTD法を用いて各素子の整合条件を求めた．各アンテナ素子のモ
デルとリターンロス特性を図 3.2，3.3に示す．前章の時と同様，各アンテナ素子はそれ
ぞれ 50Ωマイクロストリップ線路により直接給電されており，整合をとるためにスリッ
トを切ってある．図 3.3において，実線と点線はそれぞれ 2Hzと 5GHzアンテナ素子の
リターンロス特性を示しており，2GHzアンテナには 2GHzと 5GHzの間にいくつかの高
次モード共振が存在している．これらの共振を，マイクロストリップ給電回路によって
抑制する．

2GHzと 5GHzの各アンテナのマイクロストリップ給電回路の検討を個別に行う．まず
は 2GHzアンテナについてである．提案するアンテナにとって不要な高次モード共振を

図 3.2 : 各アンテナ素子の整合条件

2GHzアンテナ: H = W = 60.60, l = 14.56, r = 3.64

5GHzアンテナ: H = W = 14.56, l = 6.37, r = 0.91

d = 3.64, h = 1.60(mm) εr = 3.45
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図 3.3 : 各アンテナ素子のリターンロス特性

抑制する方法として，給電線路上にそれらの共振周波数の管内波長における 4分の 1の
長さのオープンスタブを装荷する方法を用いる [9]．オープンスタブの根元におけるイン
ピーダンスZsはスタブ長を lとすると，

Zs = −jcot(βl)

で表せる．ここで，βは位相定数であり，β = 2π/λの式で与えられる．λが抑制したい
共振における管内波長とすると，l = λ/4の時に Zs = 0となり，その周波数では短絡と
なり抑制できることがわかる．
図 3.4にオープンスタブ装荷による 2GHzアンテナのリターンロス特性の変化を示

す．オープンスタブを装荷する前の 2GHｚアンテナには，2GHzと 5GHz間に 3.69GHz，
3.97GHz，4.90GHzの三箇所に高次モード共振がみられる．4.90GHzにおける共振を抑
制するために，この周波数の管内波長における4分の 1の長さである 8.14mmのオープン
スタブを装荷した．この時のリターンロス特性が図 3.4(b)であり，オープンスタブを装
荷することにより 4.90GHz付近の共振が抑制されており，高次モード共振の周波数が変
化している．次に，3.70GHzにおける共振を抑制するために，この周波数の管内波長に
おける 4分の 1の長さである 10.77mmのオープンスタブを装荷した．この時のリターン
ロス特性が図 3.4(c)である．この図より，3.70GHz付近の共振が抑制されていることが
わかる．同様に，4.57GHzにおける共振を抑制するために，この周波数の管内波長にお
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ける 4分の 1の長さである 8.14mmのオープンスタブを装荷した．これにより，図 3.4(d)

に示すリターンロス特性から明らかなように，2GHzアンテナにおける不要な高次モー
ド共振が抑制されている．この時の 2GHzアンテナのマイクロストリップ給電回路のモ
デルを図 3.5に示す．オープンスタブの幅は 3.64mmであり，50Ωマイクロストリップ
線路幅と同様である．また，アンテナ素子からオープンスタブまでの長さおよび各オー
プンスタブの間隔は，2GHzアンテナの管内波長の 4分の 1の長さであり，20.20mmと
なっている．
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図 3.4 : オープンスタブ装荷による 2GHzアンテナのリターンロス特性の変化
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図 3.5 : 2GHzアンテナの給電回路

sl1 = 8.14, sl2 = 10.77, sl3 = 8.14, L1 = 20.20 (mm)
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図 3.6 : 給電回路検討後の 2GHzアンテナのリターンロス特性
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図 3.7 : 2GHzアンテナのインピーダンスの軌跡 (L2 = 25.62[mm])

2GHzアンテナが他方のアンテナの共振周波数である 5.1GHzで給電点で開放となるよ
うに，図 3.5における給電線路長L2を変化させ，給電点におけるインピーダンス値の調
節を行った．L2 = 25.62[mm]の時に 5.1GHzで給電点において開放となった．リターン
ロス特性と，給電点におけるインピーダンスの軌跡を表すスミスチャートをそれぞれ図
3.6と図 3.7に示す．図 3.6において，点線はオープンスタブを装荷する前，実線はオー
プンスタブを装荷し，給電線路長の調節を行った後の 2GHzアンテナのリターンロス特
性を示しており，給電線路上にオープンスタブを装荷することで，2GHzと 5GHz間の共
振が抑制されている．図 3.7のスミスチャートからは，他方のアンテナの共振周波数で
は開放になっており，自身の共振周波数では整合がとれていることがわかる．

5GHzアンテナのマイクロストリップ給電回路においては，図 3.3中の 5GHzアンテナ
素子のリターンロス特性から明らかなように，2GHzと 5GHzの間には不要な共振が存
在しないため，他方のアンテナの共振周波数である 1.98GHzで給電点で開放となるよう
に，給電線路長L′を変化させ，給電点におけるインピーダンス値の調節のみ行った．そ
の結果，L′ = 61.89[mm]の時に 1.98GHzで給電点において開放となった．この時のア
ンテナモデル，リターンロス特性，給電点におけるインピーダンスの軌跡を表すスミス
チャートをそれぞれ図 3.8，3.9，3.10に示す．図 3.10のスミスチャートからは，他方の
アンテナの共振周波数では開放になっており，自身の共振周波数では整合がとれている
ことがわかる．
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図 3.8 : 5GHzアンテナの給電回路

L′ = 61.89 [mm]
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図 3.9 : 5GHzアンテナのリターンロス
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図 3.10 : 5GHzアンテナのインピーダンスの軌跡

3.2 アンテナ特性
ここまで，2GHzと 5GHzの各アンテナにおいて，個別に整合条件を求め，そして，マ
イクロストリップ給電回路の検討を行ってきたが，図 3.11に示すアンテナモデルのよう
に T分岐で接続し，2/5GHz帯周波数共用マイクロストリップアンテナの入力特性を計
算した．
提案アンテナのリターンロス特性と，給電点におけるインピーダンスの軌跡を表すス

ミスチャートをそれぞれ図 3.12と図 3.13に示す．図 3.12では，実線が図 3.11に示す提
案アンテナのリターンロス特性を示しており，点線は 2GHzと 5GHzの各アンテナにお
いて，オープンスタブを装荷することなく，各アンテナを他方の周波数では給電点で開
放となるように給電線路長を調節し接続した場合のリターンロス特性を示している．図
3.12，3.13の入力特性より，オープンスタブを 2GHzアンテナの給電線路上に装荷する
ことの有効性，また，提案アンテナが周波数共用器を用いない一点給電の 2周波共用ア
ンテナとして動作していることがわかる．
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図 3.11 : 2GHz/5GHz帯周波数共用マイクロストリップアンテナ
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図 3.12 : 提案アンテナのリターンロス特性
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図 3.13 : 提案アンテナのスミスチャート

3.3 まとめ
本章では 2/5GHz帯周波数共用マイクロストリップアンテナの構成法と，その入力特

性について記した．2GHzと 5GHzのアンテナを接続して 2周波共用アンテナとする場合
には，その給電回路により，各アンテナが他方のアンテナの周波数では開放となるよう
にし，それぞれのアンテナを独立に動作させるだけでなく，2GHzと 5GHz間に存在する
不要な高次モード共振を抑制し，受信機への負担を軽減させなければならない．そこで
本章において提案したアンテナでは，抑制したい共振における管内波長の 4分の 1の長
さのオープンスタブを 2GHzアンテナの給電線路上に装荷することで，2GHzと 5GHz間
の不要な共振を抑制した．各アンテナの給電線路長を調整し，T分岐で接続した．提案
アンテナは 2周波共用アンテナとしての良好な入力特性を示した．本アンテナでは 2GHz

と 5GHzの各アンテナ素子が離れた位置にあり，アンテナ全体のサイズが大きくなって
しまう．そこで，次章では各アンテナ素子の位置を考慮にいれたアンテナ構成について
検討する．
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第 4章

分割した2GHzアンテナ素子を有する
2/5GHz帯周波数共用マイクロストリッ
プアンテナ

本章では，前章に引き続き 2/5GHz帯周波数共用マイクロストリップアンテナの検討
を行う．本章において提案するアンテナを図 4.1に示す．前章において提案したアンテ
ナでは，2GHzと 5GHzの各アンテナ素子と同一基板上にマイクロストリップ給電回路
を設計し，2GHz～5GHz間に存在する不要な高次モード共振を抑制し，また，各アンテ
ナ素子が他方のアンテナ素子の周波数では T分岐で開放となるようにすることで，一点
給電の周波数共用器を用いないアンテナ構成を実現した．しかし，このアンテナでは各
アンテナ素子の位置が離れている．本章では，前章で提案したアンテナにおいて，さら
に 2GHzと 5GHzの各アンテナ素子の中心が一致するようなアンテナ構成について検討
する．各アンテナ素子の中心を一致させるために，2GHzアンテナ素子を 2つに分割し，
その間に 5GHzアンテナ素子を配置する．この時，2GHzアンテナ素子と 5GHzアンテナ
素子が電磁気的に結合するのを防ぐために，各アンテナ素子間の距離を基板の厚さの倍
以上とらなければならない．
検討に用いた誘電体基板の誘電率 εr = 3.45，厚さは 1.6mmである．

4.1 2GHzと5GHzの各アンテナの検討
各アンテナ素子の整合条件を FDTD法を用いて求めた後に，それを Sパラメータと

して回路シミュレータであるMWOを使用し，各アンテナのマイクロストリップ給電回
路の検討を行ってきた．本章にて提案するアンテナでは，2つの 2GHzアンテナ素子と
5GHzアンテナ素子の電磁気的な結合を検討しなければならない．そこで，本アンテナ
においてはモーメント法を用いた解析シミュレータである IE3Dを使用して，各アンテ
ナ素子の整合条件およびマイクロストリップ給電回路の検討を行う [10]．
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ε

Port

図 4.1 : 提案アンテナのコンセプト

初めに，5GHzアンテナの検討を行う．IE3Dにより整合条件を求めた後，給電回路の
設計を行う．アンテナ素子は 50Ωマイクロストリップ線路により直接給電されており，
整合をとるためにスリットを切ってある．5GHzアンテナに関しては前章の時と同様に，
リターンロス特性を見た場合，2GHzと 5GHzの間に不要な共振が存在しないため，他方
のアンテナの共振周波数である 2GHzで給電点で開放となるように，図 4.2における給
電線路長L′を変化させ，給電点におけるインピーダンス値の調節のみ行った．その結果，
L′ = 65.10[mm]の時に 2GHzで開放となった．この時のアンテナモデル，リターンロス
特性，給電点におけるインピーダンス特性をそれぞれ図 4.2，4.3，4.4に示す．図 4.4のイ
ンピーダンス特性のグラフから，他方のアンテナの共振周波数である 2GHzでインピー
ダンスが無限大に近い状態になっており，アンテナが開放となっていることがわかる．
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図 4.2 : 5GHzアンテナモデル

H ′ = W ′ = 16.20, l′ = 5.47, r′ = 1.18, d′ = 3.54, h = 1.6 (mm) εr = 3.45
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図 4.3 : 5GHzアンテナのリターンロス特性
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図 4.4 : 5GHzアンテナのインピーダンス

次に 2GHzアンテナの検討を行う．2つのアンテナ素子が 2GHzで共振するように，
IE3Dを使用して整合条件を求めた．アンテナ素子はこれまでと同様，マイクロストリッ
プ線路により直接給電されているが，本章における提案アンテナでは 2GHzアンテナ素
子は 2つに分割されているため，100Ω線路により給電されている．

2GHzアンテナ素子のリターンロス特性を図 4.6に点線で示す．主モードである 2GHz

での共振以外にも，2GHzと 5GHz間にいくつかの高次モード共振がみられる．これら
の不要な共振をマイクロストリップ給電回路によって抑制する．不要な共振を抑制する
方法として，2GHzアンテナの 2本の給電線路上にそれらの共振周波数の管内波長にお
ける 4分の 1の長さのオープンスタブを装荷する方法を用いる．また，2つの 2GHzアン
テナ素子の給電線路と平行に中心軸をとった場合，中心軸に対して左右対称になるよう，
2本の給電線路上にオープンスタブを装荷していく．

2GHzと 5GHzにみられるいくつかの高次モード共振のうち，まず初めに 4.86GHzの
共振を抑制する．この共振を抑制するために，この周波数の管内波長における 4分の 1

の長さである 9.80mmのオープンスタブを装荷した．リターンロス特性が図 4.6に一転
鎖線で示されたものであり，オープンスタブを装荷することで特性が変化している．そ
の変化に合わせ 3.77GHzにおける共振を抑制するために，同様に，この周波数の管内波
長における 4分の 1の長さである 10.77mmのオープンスタブを装荷した．図 4.6に実線
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で示すように，2GHzアンテナのリターンロス特性において，不要な高次モード共振が
抑制された．オープンスタブの幅は 0.84mmであり，100Ω線路幅と同様である．また，
アンテナ素子からオープンスタブまでの距離およびオープンスタブの間隔は，2GHzア
ンテナの管内波長の 4分の 1の長さであり 21.50mmである．
他方のアンテナの共振周波数である 5GHzで給電点で開放となるように，図 4.5中の給

電線路長L3を変化させ，インピーダンス値の調整を行った．その結果，L3 = 27.48[mm]

の時に 5GHzで給電点において開放となった．アンテナモデルと給電点におけるインピー
ダンス特性を図 4.5，4.7に示す．図 4.7のインピーダンス特性のグラフから他方のアン
テナの共振周波数である 5GHzでインピーダンスが無限大に近い状態になっており，ア
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図 4.5 : 2GHzアンテナモデル

H = 43.00,W = 12.00, l = 20.70, r = 1.18, d = 0.84

sl1 = 9.80, sl2 = 10, 77, L1 = L2 = 21.50, L3 = 27.48 (mm)

31



 
 

2 3 4 5
-30

-20

-10

0

Frequency [GHz]

R
et

u
rn

 L
o

ss
 [

d
B

]

without stubs

with initial stubs
with optimized stubs

図 4.6 : 2GHzアンテナのリターンロス特性
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図 4.7 : 2GHzアンテナのインピーダンス
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ンテナが開放となっていることがわかる．L3を変化させる時には，5GHzアンテナを 2GHz

アンテナの中心に配置した場合に，各アンテナ素子の中心が一致するように，各アンテ
ナ素子が電磁気的に結合しないようした．また，各アンテナ素子間の距離が基板厚の倍
以上になるようにした．

4.2 アンテナ特性

4.2.1 解析結果

提案アンテナの設計において，2GHzアンテナと 5GHzアンテナの整合条件を個別に
求め，そして，マイクロストリップ給電回路の検討を行ってきたが，図 4.8に示すよう
に，それらのアンテナを 50Ωマイクロストリップ線路で接続し，2周波共用マイクロス
トリップアンテナとして特性の検討を行う．
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図 4.8 : 各アンテナ接続後のアンテナモデル
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図 4.9 : 各アンテナ接続後のリターンロス特性

図 4.10 : 2.72GHzにおける電流分布
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まず，IE3Dを使用して提案アンテナの入力特性を計算した．その結果，図 4.9に示す
リターンロス特性からわかるように，2.72GHz付近に新しく不要な共振が現れた．その
ため，このアンテナの 2.72GHzでの電流分布を計算し，アンテナのどこの箇所で共振し
ているかを調べた．この時の電流分布を図 4.10に示す．この図より，2GHzアンテナの 2

本の給電線路上に強く電流がのっていることがわかる．そこで，この電流をショートさ
せ 2.72GHzでの共振を抑制するために，図 4.11ようにオープンスタブを装荷して最適化
を行った．そのスタブ長は 2.72GHzにおける管内波長の 4分の 1の長さで 16.60mmで
ある．そのスタブ幅は 100Ω線路幅で 0.84mmである．各アンテナ接続語にオープンス
タブを装荷し，最適化を行った時のリターンロス特性を図 4.12に実線で示す．この図中
の点線は，オープンスタブを装荷せず，2GHzと 5GHzの各アンテナが他方のアンテナの
周波数では開放となるようにインピーダンス値の調整のみを行い，各アンテナを接続し

ε

Port

sl3 sl3

図 4.11 : 最適化後のアンテナモデル

sl3 = 16.60, a = 10.10, b = 11.40 (mm)
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図 4.12 : 最適化後のリターンロス特性

た場合，また，一点鎖線は各アンテナ接続後に行った最適化前のリターンロス特性を表
している．これらのリターンロス特性より，オープンスタブを装荷することで 2GHz～
5GHz間の共振が良く抑制されていることが確認できる．
動作周波数である 2GHzと 5GHzにおける提案アンテナの電流分布を図 4.13に示す．

これらの図では，2GHzでは 5GHzアンテナに電流がほとんど流れておらず，また逆に
5GHzでは 2GHzアンテナに電流がほとんど流れていない．各アンテナが動作周波数で
独立に働いていることがわかる．
以上，IE3Dを使用した解析において，提案する 2/5GHz帯周波数共用マイクロスト
リップアンテナの良好な特性が得られた．
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(a) @2GHz

(b) @5GHz

図 4.13 : 動作周波数における電流分布
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4.2.2 実験結果と解析結果の比較

IE3Dによる解析結果を確認するために，実際に提案アンテナを製作し測定を行った．
製作したアンテナと，そのリターンロス特性をそれぞれ図 4.14，4.15に示す．図 4.15に
おいて，実線が測定結果，点線が IE3Dによる解析結果を表しており，測定結果は解析
結果に比べて全体的に低い値であるが，ほぼ一致している．この僅かなずれは，解析結
果にはケーブルによる損失を含まれていないためだと思われる．
提案アンテナの放射指向性を測定した．図 4.16，4.17はそれぞれ 2GHzおよび 5GHz

にて測定した放射指向性である．測定結果と解析結果を比較すると，図 4.16(b)，4.17(b)

に載せた H面での放射指向性においては，Eθ，Eφ共に良く一致している．しかし，図
4.16(a)，4.17(a)に載せた E面での放射指向性においては，傾向は似ているが，特に Eθ

の 0～90◦の範囲で測定結果と解析結に大きなずれが生じている．E面とH面の測定結果
はそれぞれ，図 4.14におけるアンテナを縦に回転して測定したものと，横に回転して測
定したものである．

図 4.14 : 製作したアンテナ
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E面において放射指向性の測定結果と解析結果が一致しない理由として，測定時のケー
ブルの引き回しの影響，アンテナ素子と同一基板上に設計されているマイクロストリッ
プ給電回路の影響，これまで IE3Dによる解析において，計算時間短縮のために無限地
板として計算したことの影響など，いくつかの要因が考えられる．まず測定の時にケー
ブルの引き回しの影響がでないように何度か測定を行った．しかし，測定結果は図 4.16，
4.17のものとほとんど変化がなかった．このことから，測定時のケーブルの引き回しの
影響が測定結果と解析結果の一致しない理由ではないと言える．
これまでと同様のパラメータで，有限地板とした場合の解析を IE3Dで行った．無限
地板とした場合に比べ，5倍以上の計算時間がかかった．その結果を図 4.18，4.19に示
す．H面だけでなく，E面においても測定結果と計算結果が良く一致している．測定結
果と解析結果が一致しない理由は無限地板を用いた計算による影響であることがわかっ
た．また同時に，アンテナ素子と同一基板上に設計されているマイクロストリップ給電
回路の放射指向性に対しての影響はほとんど無いと言える．
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図 4.15 : リターンロス特性
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図 4.16 : 放射指向性（@2GHz）
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図 4.17 : 放射指向性（@5GHz）
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図 4.18 : 有限地板を用いた放射指向性（@2GHz）
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図 4.19 : 有限地板を用いた放射指向性（@5GHz）
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4.3 まとめ
本章では，各アンテナ素子の中心位置が一致するような 2/5GHz帯周波数共用マイク

ロストリップアンテナの構成法と，解析結果と実験結果によるアンテナ特性について記
した．2GHzアンテナ素子を 2つに分割し，その間に 5GHzアンテナを配置することで，
各アンテナ素子の中心位置を一致させた．また，アンテナ全体の構成をシンプルにする
ために，マイクロストリップ給電回路をアンテナ素子と同一基板上に設計した．
マイクロストリップ給電回路では，2GHzアンテナの給電線路上にオープンスタブを

装荷することで，2GHz～5GHz間に存在する不要な高次モード共振を抑制し，受信機へ
の負担を軽減した．また，各アンテナの給電線路長を調節することで，他方のアンテナ
の周波数では，各アンテナの接続部で開放となるようにし，各アンテナが独立に動作す
るようにした．これにより，提案アンテナは一点給電と周波数共用器を用いない構成を
実現している．
提案アンテナにおいて，良好な 2周波共用特性が得られていることを IE3Dによる解

析と測定により確認した．
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第 5章

結論

本論文では，マルチバンド受信機用の一点給電周波数共用マイクロストリップアンテ
ナとして，1.5/2GHz帯，1.5/1.75/2GHz帯，2/5GHz帯用のアンテナ周波数構成を提案
し，その構成法と特性について検討を行った．
提案アンテナでは，マイクロストリップ給電回路をアンテナ素子と同一基板上に設計

することで，動作させたい複数の周波数のアンテナ素子を一本の給電線に接続した場合
においても，周波数共用器を省略できる構成とした，1.5/2GHz帯と 2/5GHz帯の 2周波
共用アンテナの給電回路では，各アンテナ素子の給電線路長を変化させ，他方のアンテ
ナの周波数ではアンテナ接続部でインピーダンスを無限大とし開放とすることで，各ア
ンテナを自己の周波数では独立に動作させた．1.5/1.75/2GHz帯 3週波共用アンテナに
おいては，各アンテナの給電線路長を変化させるだけでは，他の 2つのアンテナ周波数
でアンテナ接続部において開放とすることが困難なため，給電線路上に各アンテナの周
波数における管内波長の 1/2波長オープンスタブを装荷し，インピーダンスの位相を変
化させることで，他の 2つのアンテナ周波数でアンテナ接続部において開放とすること
ができ，各アンテナを独立に動作させることを実現した．

2/5GHz帯 2周波共用アンテナでは，2GHzアンテナの給電線路上に抑制したい周波数
における管内波長の 1/4波長オープンスタブを装荷し，その周波数ではインピーダンス
的にショートとすることで，動作周波数が倍以上離れているために現れる高次モード共
振を抑制し，受信機中のトップフィルタへの負担を軽減した．
単純に動作周波数の各アンテナを接続するだけでは，各アンテナ素子の位置が離れて

しまうため，各アンテナ素子の中心位置が一致する 2/5GHz帯周波数共用マイクロスト
リップアンテナ形状を提案した．2GHzアンテナ素子を 2つに分割し，その間に 5GHzア
ンテナを配置することで，各アンテナ素子の中心位置を一致させた．
アンテナの構成法を検討した結果，それぞれのアンテナにおいて良好な周波数共用特
性が得られ，提案するアンテナ構成が有効であることが示された．
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付録 A

マイクロストリップ線路

本論文中で提案するアンテナでは，アンテナ素子としてマイクロストリップアンテナ
を用い，また，給電回路をマイクロストリップ線路により構成する．そこで，提案する
アンテナを構成する時に用いた式や原理について，以下に示す [11][12]．
図A.1に示すように，マイクロストリップ線路は，薄い誘電体基板表面のマイクロス

トリップと呼ばれる幅の狭い導体と，表面の接地導体板とから構成されている．マイク
ロストリップ線路の特徴としては，(1)印刷技術を用いて大量生産向きである，(2)基板
上のパターンで回路が構成できるため小型化に適している，(3)半導体などの回路素子を
直接接続，などがあり，マイクロ波回路，特にMIC (Microwace Integrated Circuit) の
構成技術として発展してきたものである．

図 A.1 : マイクロストリップ線路の構造
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アンテナにおいても，本論文における提案アンテナのように，アンテナ素子と給電線
路を同一基板上に構成できることなどから非常によく使われ，マイクロストリップ構造
は平面アンテナ技術の中で重要な位置を占めている．
マイクロストリップ線路の基板が空気のとき，TEM波 (進行方向成分の電磁界が零で

ある電磁波) が伝播していると考えることができる．このような TEM波伝送線路では
線路の断面内のみの電磁界を解けば良く，等角写像法を用いることで厳密に計算できる．
この結果から，TEM波線路の分布定数等価回路の定数である線路の単位長さあたりの C

および Lを求めることができ，これらの値から線路の特性定数 (特性インピーダンスZ0，
位相定数 βなど)がわかることになる．
実際のマイクロストリップ線路では，基板の比誘電率 εrは空気と異なるため，進行方

向の電磁界も考慮した伝送線路として取り扱わなければならない．しかし，実行比誘電
率という考え方で，比誘電率が空気と基板の実効的な平均値の均質媒質でストリップ導
体の周りを満たせば，TEM波伝送線路として取り扱えるので特性解析が容易になる．こ
のような考え方を準 TEM波近似というが，厳密な電磁界解析によれば，準TEM波近似
は，マイクロ波領域のかなり高い周波数まで大きな誤差を生じないことがわかっている．
また，高い周波数になると表面は線路のモードが伝搬するが，非常に厚い基板を使用し
ない限り，マイクロストリップ線路の伝送路は準 TEM波であるとして取り扱うことが
できる．
マイクロストリップ線路の特性定数を決める近似式を以下に示す．
まず，特性インピーダンスZ0は

Z0 =
ζ0

2π
√

εe
ln(8/τ + 0.25τ) ただし，W/h ≤ 1 (A.1)

Z0 =
ζ0√
εe

1

τ + 1.393 + 0.667ln(τ + 1.444)
ただし，W/h ≥ 1 (A.2)

と求められる．ここで，W はストリップの幅，tはその厚さ，hは基板の厚さ，εeは基
板の実効比誘電率であり，ζ0は自由空間の波動インピーダンスである．また，τ および
εeは以下のように与えられる．

τ =
W

h
+

1.25t

πh
{1 + ln(

4πW

t
)} ただし，W/h ≤ 1

2π
(A.3)

τ =
W

h
+

1.25t

πh
{1 + ln(

2h

t
)} ただし，W/h ≥ 1

2π
(A.4)

εe =
εr + 1

2
+

εr − 1

2
F (W/h) −C (A.5)

さらに，式 (A.5)において，F (W/h)および Cは，次式で与えられる．

F (W/h) = (1 + 12h/W)−
1
2 + 0.04(1 + W/h)2 ただし，W/h ≤ 1 (A.6)

F (W/h) = (1 + 12h/W)−
1
2 ただし，W/h ≥ 1 (A.7)

C =
εr − 1

4.6
fract/h

√
W/h (A.8)
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次に，線路に沿う伝搬波長λgは式 (A.5)で与えられる εeから以下のように求められる．

λg = λ0/
√

εe (A.9)

マイクロストリップ線路は，片側が自由空間に開放されているため放射損が生じ，他
の線路に比べて伝送損失が大きい．このような線路の伝送損失を評価するためには，放
射損の多い線路の曲がり部分などの数を特定する必要がある．曲がりの部分からの放射
はアンテナ素子としても使用できるほどで，線路の損失としてみた場合には大きな値と
なりうる．また，導体損，誘電体損および放射損の他に，他のモードとの結合を考慮す
るとマイクロストリップの主モードである準TEMモードの損失は増加することになる．
しかし，通常のマイクロストリップ線路では，他の損失は導体損+誘電体損の値に比
べて小さく，低い周波数では無視できる場合が多い．
次に，マイクロストリップ線路などの給電線路の分布定数等価回路について述べる．

V

z

I

I

dz

V

I

Ldz

Cdz

z z+dz

(a)

(b)

(a) 分布定数線路 (b) 等価回路

図 A.2 : 分布定数線路における長さ dzの部分とその等価回路

長さが波長に比べて虫できない線路では，集中定数回路での線路の考え方を必要とす
る．平面アンテナの給電線路は，分布定数線路として取り扱われる．
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分布定数線路の定数線路の電圧および電流を考える場合には，まず，図A.2(a)に示す
ような 2本の平行導体線路の微小区間 dzを考える．線路の損失を無視し，長さ dzの微
小区間の等価回路をA.2(b)に示す．ここで Lおよび Cは，それぞれ単位長さあたりのイ
ンダクタンスおよびコンダクタンスである．この図から，線路に沿った電圧 V の変化お
よび電流 Iの変化は，次式で表すことができる．

∂V

∂z
= −L

∂I

∂t
(A.10)

∂I

∂z
= −C

∂V

∂t
(A.11)

これらを zで偏微分し，c0 = 1/
√

LCとおくことにより，

∂2V

∂z2
=

1

c0
2

∂2V

∂t2
(A.12)

∂2I

∂z2
=

1

c0
2

∂2I

∂t2
(A.13)

という関係を導くことができる．式 (A.10)および式 (A.11)は，電信方程式と呼ばれ，ま
た，式 (A.12)および式 (A.13)は，1次元の波動方程式と呼ばれるものである．
式 (A.12)は fを任意の関数として，次の解を持つことが知られている．

V (z, t) = f1(t − z

c0
) + f2(t +

z

c0
) (A.14)

この解を式 (A.10)に代入し，tについて積分すると，次式を得る (定数項は無視してある)．

I(z, t) =
1

Z0

{f1(t − z

c0

) + f2(t +
z

c0

)} (A.15)

ただし，Z0は線路の特性インピーダンスとよばれ，次式で与えられる．

Z0 = Lc0 =
√

L/C (A.16)

この値は，通常の伝達線路では一定値の実数となる．一般に用いられる同軸線路などで
は Z0 = 50Ωとすることが多い．
以降では，時間変化として各周波数 ωの制限は振動を仮定する．線路の+z方向に進
む波動を fV，−z方向に進む波動を rV で表すことにすれば，式 (A.14)および式 (A.15)

はそれぞれ次のようになる．

V (z) = fV exp(−jβz) + rV exp(jβz) (A.17)

I(z) =
1

Z0
[fV exp(−jβz)− rV exp(jβz)] (A.18)

ただし，βは位相定数で，次式で表される．

β =
ω

c0
= ω

√
LC =

2π

λg
(A.19)
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ここで，λgは線路上の波長である．
式 (A.17)および (A.18)で，fV と rV の大きさが等しい場合を線路が完全な定在波状

態にあるとい，どちらか一方が零の時を完全な進行波状態にあるという．
定在波状態の線路において，例えば z = 0で V (0) = 0とおくと，fV = −rV であるか

ら，等しい大きさとなる．この状態で式 (A.17)および (A.18)は，次のように書くことが
できる．

V (z) = fV [exp(−jβz)− exp(jβz)] = −2βfV sin(βz) (A.20)

I(z) =
1

Z0
fV [exp(−jβz) + exp(jβz)] = 2βfV cos(βz)/Z0 (A.21)

これらの定在波状態の線路の電圧と電流は，位置的にちょうど 90度だけずれた振動をし
ていると同時に，時間的にも 90度ずれた位相で振動している．
図A.3に示すように，特性インピーダンスが Z0の線路終端 (z = 0)に負荷 ZLを接続

した場合を考える．負荷の電圧を VL，負荷に流れ込む電流を ILとすると，式 (A.17)お
よび (A.18)より z = 0では次式が成り立つ．

VL = fV + rV (A.22)

IL = (fV − rV )/Z0 (A.23)

これら 2つの式と VL = ZL・ILから，反射係数 Γ(= rV/f V )は，次式となる．

Γ =
ZL − Z0

ZL + Z0
(A.24)

ZL

z = - l z = 0

Zl

Z0

図 A.3 : 終端に負荷を接続した長さ lの線路

次に，長さ lの線路の入力端 (z = −l)でのインピーダンスZlを求めることを考える．
式 (A.17)を式 (A.18)で割り，z = −lを代入すると次式を得る．

Zl = Z0
esp(jβl) + Γexp(−jβl)

exp(jβl)− Γesp(−jβl)
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= Z0
ZL + jZ0tan(βl)

Z0 + jZLtan(βl)
(A.25)

ここで，式 (A.25)に示された無損失の伝送線路に対して，平面回路で重要となる，次
の 4つのケース (l = λ/4, l = λ/2, ZL = 0, ZL = ∞)を取り上げて説明する．
(A) l = λ/4

この場合，電気長は βl = π/2となり，tan(βl) = ±∞と式 (A.25)から，

Zl → Z2
0

ZL
(A.26)

となる．これは，負荷インピーダンスZLと異なるインピーダンスを接続する場合でも，
1/4波長の伝送線路の特性インピーダンスを調整することにより，インピーダンス変換
を行って，インピーダンス整合が行えることを示している．このタイプのインピーダン
ス変成器，平面回路においてよく用いられる．
(B) l = λ/2

この場合も，ここでの電気長はβl = πであり，これを式 (A.25)に代入すると，tan(βl) =

0より

Zl = ZL (A.27)

を得る．この物理的意味は，半波長の伝送線路を負荷インピーダンスに接続すれば，負荷
インピーダンスはそのまま入力インピーダンスとなり，参照面の移動が可能となる．これ
は実際の回路において，個別に設計された各回路パターンのぶつかりあいの防止や，コ
ネクタ接続のためのスペース作りに有効となる．
(C) ZL = 0 (終端短絡)

式 (A.25)にこの条件を代入すると，

Zl = jZ0tan(βl) (A.28)

が得られる．この入力インピーダンスはリアクタンス成分しか持たないため，その伝送
線路の電気長により，誘導性から容量性へと周期的に変化する．
(D) ZL = ∞ (終端開放)

上記終端短絡の場合と同様に，式 (A.25)に上記条件を代入すると，

Zl = −jZ0cot(βl) (A.29)

を得る．その入力インピーダンスの電気長依存性は，終端短絡に比べて，π/2だけシフ
トしており，容量性から誘導性へと周期的に変化する．
上記ケースのうち，終端短絡および開放においては，実際には，伝送線路が長くなる

と，不連続性や線路損失などにより，リアクタンスの値がずれるため，実際のマイクロ
ストリップ線路においては，できるだけ短い線路長で使う方が望ましい．
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